
令和元年度

大 阪 府 一 般 会 計
財 務 諸 表



（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 差 令和元年度 平成30年度 差

（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

資産の部 負債の部

Ⅰ 流動資産 272,638 233,998 38,640 Ⅰ 流動負債 475,400 458,577 16,823

現金預金 79,994 52,718 27,276 地方債 385,180 371,931 13,249

歳計現金等 41,535 15,360 26,175 短期借入金 － － －

歳入歳出外現金 38,459 37,358 1,101 他会計借入金 － － －

未収金 26,960 28,005 ▲ 1,045 その他短期借入金 － － －

税未収金 13,280 15,101 ▲ 1,821 賞与等引当金 46,631 45,500 1,131

その他未収金 13,679 12,903 776 未払金 － － －

不納欠損引当金 ▲ 10,340 ▲ 10,695 356 支払保証債務 － － －

基金 156,195 148,890 7,305 その他未払金 － － －

財政調整基金 156,195 148,890 7,305 還付未済金 2,293 1,910 383

減債基金 － － － リース債務 9,213 8,415 798

短期貸付金 5,751 5,663 88 その他流動負債 32,083 30,822 1,261

貸倒引当金 ▲ 28 ▲ 25 ▲ 3 Ⅱ 固定負債 2,051,258 2,151,314 ▲ 100,056

その他流動資産 14,106 9,443 4,663 地方債 1,651,994 1,742,011 ▲ 90,017

Ⅱ 固定資産 5,312,680 5,367,839 ▲ 55,159 長期借入金 － － －

事業用資産 1,362,831 1,371,862 ▲ 9,030 他会計借入金 － － －

有形固定資産 1,359,312 1,368,332 ▲ 9,020 その他長期借入金 － － －

土地 894,973 893,645 1,328 退職手当引当金 364,069 375,991 ▲ 11,922

建物 372,883 381,776 ▲ 8,893 その他引当金 － － －

工作物 91,029 92,447 ▲ 1,419 リース債務 21,520 19,088 2,432

立木竹 383 399 ▲ 17 その他固定負債 13,675 14,224 ▲ 550

船舶 0 0 － 2,526,658 2,609,891 ▲ 83,233

浮標等 45 64 ▲ 19 純資産の部

航空機 0 0 － 純資産 3,058,660 2,991,946 66,713

無形固定資産 3,520 3,530 ▲ 11 （うち当期純資産増減額） 66,713 50,298 16,415

地上権 300 310 ▲ 10

特許権等 3,220 3,220 ▲ 0

インフラ資産 3,061,275 2,914,440 146,836

有形固定資産 3,061,250 2,914,414 146,836

土地 1,472,468 1,463,747 8,722

建物 4,986 5,224 ▲ 239

工作物 1,583,796 1,445,443 138,352

無形固定資産 26 26 －

地上権 26 26 －

特許権等 － － －

重要物品 5,831 5,718 112

図書 8,389 8,278 111

リース資産 30,605 26,844 3,761

ソフトウェア 4,226 3,453 773

建設仮勘定 146,485 317,560 ▲ 171,076

投資その他の資産 693,037 719,684 ▲ 26,647

出資金 431,184 442,275 ▲ 11,091

法人等出資金 389,538 407,547 ▲ 18,010

公営企業会計出資金 41,646 34,728 6,919

長期貸付金 132,559 136,060 ▲ 3,501

貸倒引当金 ▲ 538 ▲ 563 25

基金 96,291 105,451 ▲ 9,160

減債基金 － － －

減債基金借入金 － － －

その他の基金 96,291 105,451 ▲ 9,160

その他基金借入金 － － －

その他債権 33,542 36,461 ▲ 2,919 3,058,660 2,991,946 66,713

5,585,318 5,601,838 ▲ 16,520 5,585,318 5,601,838 ▲ 16,520

会 計 一般会計

負債の部合計

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 科目



（単位：百万円）

令和元年度 （Ａ） 平成30年度 （Ｂ） 差 （ＡーＢ）

通常収支の部
Ⅰ 行政収支の部
１ 行政収入 1,941,026 1,892,676 48,350
地方税 1,302,310 1,275,541 26,769
地方譲与税 152,989 156,058 ▲ 3,068
市町村たばこ税府交付金 236 340 ▲ 104
地方特例交付金 10,408 3,719 6,689
地方交付税 247,773 235,974 11,799
交通安全対策特別交付金 1,664 1,710 ▲ 46
国民健康保険関係交付金 － － －
分担金及び負担金（行政費用充当） 1,506 1,664 ▲ 158
使用料及び手数料 31,112 31,652 ▲ 539
国庫支出金（行政費用充当） 158,673 148,100 10,573
財産収入 3,101 3,957 ▲ 856
寄附金 1,318 1,215 103
繰入金 910 1,294 ▲ 384
特別会計繰入金 910 1,294 ▲ 384
公営企業会計繰入金 － － －
税諸収入 1 8 ▲ 7
事業収入（特別会計） － － －
その他行政収入 29,024 31,445 ▲ 2,421
２ 行政費用 2,145,712 2,117,109 28,602
税連動費用 197,218 216,653 ▲ 19,435
給与関係費 590,700 587,677 3,023
物件費 59,369 56,658 2,710
維持補修費 30,079 30,605 ▲ 526
社会保障扶助費 48,237 47,448 789
負担金・補助金・交付金等 647,134 621,109 26,025
国直轄事業負担金 8,354 7,331 1,023
繰出金 380,625 367,621 13,004
減価償却費 100,818 98,751 2,067
債務保証費 － － －
不納欠損引当金繰入額 1,386 1,520 ▲ 134
貸倒引当金繰入額 43 137 ▲ 94
賞与等引当金繰入額 46,619 45,354 1,265
退職手当引当金繰入額 34,620 34,814 ▲ 193
その他引当金繰入額 － － －
その他行政費用 508 1,429 ▲ 922

行政収支差額 ▲ 204,686 ▲ 224,433 19,748
Ⅱ 金融収支の部
１ 金融収入 112 107 5
受取利息及び配当金 112 107 5
２ 金融費用 10,793 14,490 ▲ 3,697
地方債利息・手数料 10,793 14,490 ▲ 3,697
地方債発行差金 － － －
他会計借入金利息等 － 0 ▲ 0

金融収支差額 ▲ 10,681 ▲ 14,383 3,701
通常収支差額 ▲ 215,367 ▲ 238,816 23,449
特別収支の部
１ 特別収入 50,034 44,500 5,534
分担金及び負担金（公共施設等整備） 2,458 1,630 828
分担金及び負担金（災害復旧費） － 490 ▲ 490
国庫支出金（公共施設等整備） 32,683 35,815 ▲ 3,132
国庫支出金（災害復旧費） 1,422 1,130 292
固定資産売却益 7,335 3,483 3,852
過年度修正益 3,668 1,569 2,099
その他特別収入 2,468 383 2,085
２ 特別費用 46,781 39,317 7,464
固定資産売却損 163 592 ▲ 429
固定資産除却損 1,342 779 563
災害復旧費 1,744 4,797 ▲ 3,054
過年度修正損 8,934 4,632 4,302
その他特別費用 34,598 28,517 6,081

特別収支差額 3,253 5,183 ▲ 1,929
当期収支差額 ▲ 212,114 ▲ 233,634 21,520
一般財源等配分調整額 － － －
再計 ▲ 212,114 ▲ 233,634 21,520

行政コスト計算書
自 平成３１年４月 １日

至 令和 ２年３月３１日

科 目

会 計 一般会計



（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 差 令和元年度 平成30年度 差

（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

Ⅰ 行政サービス活動 Ⅱ 投資活動

行政収入 1,941,528 1,894,746 46,782 投資活動収入 296,197 316,406 ▲ 20,210

地方税 1,303,892 1,277,830 26,062 分担金及び負担金

地方譲与税 152,989 156,058 ▲ 3,068

市町村たばこ税府交付金 236 340 ▲ 104 国庫支出金（公共施設等整備） 32,683 35,815 ▲ 3,132

地方特例交付金 10,408 3,719 6,689 財産収入 11,664 4,909 6,755

地方交付税 247,773 235,974 11,799 基金繰入金（取崩額） 15,677 19,636 ▲ 3,959

交通安全対策特別交付金 1,664 1,710 ▲ 46 財政調整基金 － － －

国民健康保険交付金 － － － その他の基金 15,677 19,636 ▲ 3,959

貸付金元金回収収入 230,792 251,504 ▲ 20,712

保証金等返還収入 2,460 2,466 ▲ 6

使用料及び手数料 31,091 31,649 ▲ 558 その他投資活動収入 － － －

国庫支出金（行政支出充当） 158,211 148,100 10,111 投資活動支出 335,062 356,181 ▲ 21,119

財産収入 2,803 3,956 ▲ 1,152 公共施設等整備支出 85,971 93,605 ▲ 7,634

寄附金 1,318 1,214 104 基金積立金 11,316 7,777 3,539

繰入金 910 1,294 ▲ 384 財政調整基金 4,841 1 4,840

特別会計繰入金 910 1,294 ▲ 384 その他の基金 6,475 7,776 ▲ 1,301

公営企業会計繰入金 － － － 出資金 10,108 6,495 3,613

税諸収入 0 7 ▲ 7 貸付金 227,665 248,303 ▲ 20,638

事業収入（特別会計） － － － 保証金等支出 2 － 2

その他行政収入 28,754 31,248 ▲ 2,494 投資活動収支差額 ▲ 38,865 ▲ 39,775 910

行政支出 2,067,008 2,050,256 16,753 行政活動キャッシュ・フロー収支差額 ▲ 164,557 ▲ 198,355 33,798

税連動支出 197,218 216,653 ▲ 19,435 Ⅲ 財務活動

給与関係費 682,894 681,697 1,197 財務活動収入 231,432 241,300 ▲ 9,868

物件費 59,367 56,658 2,709 地方債 231,432 241,300 ▲ 9,868

維持補修費 30,079 30,605 ▲ 526 他会計借入金等 － － －

社会保障扶助費 48,237 47,448 789 基金繰入金（取崩額） － － －

負担金・補助金・交付金等 649,439 627,750 21,689 減債基金 － － －

国直轄事業負担金 8,354 7,331 1,023 基金借入金 － － －

繰出金 391,419 382,111 9,307 その他財務活動収入 － － －

金融収入 112 107 5 財務活動支出 35,773 36,505 ▲ 732

受取利息及び配当金 112 107 5 地方債償還金 － － －

金融支出 － 0 ▲ 0 他会計借入金等償還金 － － －

地方債利息・手数料 － － － ファイナンス・リース債務返済支出 8,873 9,405 ▲ 532

他会計借入金利息等 － 0 ▲ 0 基金積立金 26,900 27,100 ▲ 200

特別収入 1,422 1,620 ▲ 199 減債基金 26,900 27,100 ▲ 200

分担金及び負担金（災害復旧費） － 490 ▲ 490 基金借入金償還金 － － －

国庫支出金（災害復旧費） 1,422 1,130 292 財務活動収支差額 195,659 204,795 ▲ 9,136

その他特別収入 － － － 収支差額合計 31,102 6,440 24,662

特別支出 1,745 4,797 ▲ 3,053 一般財源等配分調整額 － － －

災害復旧費 1,745 4,797 ▲ 3,053 前年度からの繰越金 10,433 8,920 1,513

その他特別支出 － － － 形式収支 41,535 15,360 26,175

行政サービス活動収支差額 ▲ 125,691 ▲ 158,580 32,889 歳入歳出外現金受入額 351,207 345,645 5,561

歳入歳出外現金払出額 312,748 308,288 4,460

再計 79,994 52,718 27,276

会  計 一般会計

キャッシュ・フロー計算書

分担金及び負担金
1,478 1,648 ▲ 170

（行政支出充当）

2,921

自 平成３１年４月 １日

至 令和 ２年３月３１日

科      目 科      目

2,078 843
（公共施設等整備）



純資産変動計算書
（単位：百万円）

会   計：

純資産変動分析表
（単位：百万円）

Ⅰ

①

②

③

Ⅱ

①

②

③

Ⅲ

①

②

会   計：

地方債の償還等により +8,942
府立高等学校建設事業に係る建設
仮勘定の減 -2,714
道路事業等に係る資産の減  -2,387

道路事業等に係るインフラ資産の減
価償却 -65,902
地方債の償還等により +46,465
道路事業等に係るインフラ資産の増
+44,701

地方債の償還等により +21,360
大阪府道路公社への出資金の減
 -19,578
建設改良資金貸付金の減 -2,242
大阪府住宅供給公社貸付金の減
 -560

退職手当引当金の減 +11,922
リース債務の増 -2,432
その他固定負債の減 +550

歳計現金等の増 +26,175
財政調整基金の増 7,305
歳入歳出外現金の増 +1,101

その他流動負債の増 -1,261
賞与等引当金の増 -1,131
リース債務の増 -798
還付未済金の増 -383

一般会計へ
の繰出金

合 計

前期末残高 2,082,966 ▲ 1,854,875 2,763,856 － － － 2,991,946

区 分
開始残高
相   当

収支差額 内部取引
一般財源等
配分調整額

一般会計か
らの繰入金

一般会計

区    分 純資産増加 純資産減少 増加－減少 残 高 主な増減要因

－ 66,713

当期末残高 2,422,322 ▲ 2,406,345 3,042,683 － － － 3,058,660

当期変動額 339,356 ▲ 551,470 278,827 － －

【当期増減内容】

前期末純資産残高 2,991,946

事業用資産（建設
仮勘定を含む）

2,660

固定資産のうち負債を
伴わない額の増減

その他 730

インフラ資産（建設
仮勘定を含む）

24,998

資産の裏付けのない
固定負債の増減

小   計 24,998 3,390 21,608

特別債

基金借入金

小   計 10,039 10,039

長期性債務（退職
手当引当金等）

10,039

一般会計

当期末純資産残高 3,058,660

小   計 38,640 3,573 35,066

Ⅰ～Ⅲの増減合計 73,677 6,963 66,713

その他の負債（資
産を伴わないもの）

3,573

その他の増減

その他の資産（負
債を伴わないもの）

38,640



固定資産（有形）

事業用資産

土地

建物

工作物

立木竹

船舶

浮標等

航空機

インフラ資産

土地

建物

工作物

重要物品

図書

リース資産

ソフトウェア

建設仮勘定

 

 

固定資産（無形）

事業用資産

地上権

特許権等

インフラ資産

地上権

特許権等

当期末残高

① ② ③ ④＝①＋②－③ ⑤ ⑥ ④－⑤

固定資産附属明細表 （一般会計）

（単位：百万円）

区 分

前期末
取得原価

当期増加額 当期減少額
当期末
取得原価

当期末減価
償却累計額

(減損を含む)

当期償却額
(減損を含む)

1,359,312

893,645 46,439 44,677 895,408 434 434 894,973

1,972,541 87,047 72,749 1,986,839 627,527 27,787

372,883

245,893 12,108 5,727 252,274 161,245 8,807 91,029

830,793 28,498 22,326 836,965 464,082 18,527

383

263            -            - 263 263            - 0

399 3 19 383            -            -

45

518            -            - 518 518            - 0

1,029            -            - 1,029 985 19

3,061,250

1,463,747 17,529 8,807 1,472,468            -            - 1,472,468

4,977,580 250,095 35,380 5,192,295 2,131,045 63,864

4,986

3,499,581 232,284 26,317 3,705,548 2,121,752 63,597 1,583,796

14,253 282 256 14,278 9,293 267

5,831

8,278 148 37 8,389            -            - 8,389

27,297 1,692 1,519 27,471 21,640 691

30,605

3,453 2,252 1,478 4,226            - 1,406 4,226

61,173 12,759 22,071 51,861 21,256 8,859

146,485

合 計 7,367,883 452,770 403,087 7,417,566 2,801,468 102,607 4,616,098

317,560 98,777 269,853 146,485            -            -

④ ①＋②－③

3,530 0 11 0 3,520

（単位：百万円）

区 分

前期末
取得原価

当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高

① ② ③

310            - 10            - 300

3,220 0 0 0 3,220

26            -            -            - 26

26            -            -            - 26

3,545

           -            -            -            -            -

合 計 3,556 0 11 0



基金附属明細表

【一般会計】

18

106

動 物 愛 護 基 金 10 7 3 14

252,486 － 252,486

－

40,854

1,781

254,342 87,478 89,333

105,451

156,195

15,733 96,291 －

－

合 計

2,843

0

137

－

10

－

45

－ 14

10 －

（単位：百万円）

区 分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 基金借入金 差引

財 政 調 整 基 金 148,890 80,905 73,600 156,195

6,573 96,291

大阪府立国際会議場基金 3,011 440 608 2,843 －

そ の 他 の 基 金

災 害 救 助 基 金 6,300 967 178 7,089 7,089

用 品 調 達 基 金 10 0

－ 3,760

社会福祉施設職員福利厚生基金 137 0 0 137

福 祉 基 金 3,759 27 26 3,760

44,143 14 3,303 40,854

0 0 45 －小 口 支 払 基 金 45

－

み ど り の 基 金 639 19 27 631 －

公 共 施 設 等 整 備 基 金

－

631

26

1,781

文 化 振 興 基 金 34 6 14 26

環 境 保 全 基 金 1,819

女 性 基 金

4 42

1211 3 3 12 －

8,913

なみはやスポーツ振興基金 55 34 72 16 － 16

1 0 3,094 －

介護保険財政安定化基金 8,910 3 0 8,913 －

3,094

大 阪 ミ ュ ー ジ ア ム 基 金 25 8 4 29 － 29

後期高齢者医療財政安定化基金 3,093

大 阪 教 育 ゆ め 基 金 352 15 63 304 －

7 0 7 － －

304

24

－

安 心 こ ど も 基 金 10,346 4 4,875 5,474 － 5,474

消 費 者 行 政 活 性 化 基 金

2 1 26 －

御堂筋イルミネーション基金 40 18 35 24 －

26

が ん 対 策 基 金 21 6 4 24 － 24

障 害 者 雇 用 促 進 基 金 24

0 8 －

4,939 6,412 20,574

8農業構造改革推進等基金 8

20,574

地 域 防 災 基 金 22 0 5 18

0

60 55 9

地域医療介護総合確保基金 22,048 －

－106子 ど も 輝 く 未 来 基 金

－

523 0 43 480 － 480グローバル人材育成基金



法人等出資金明細表

【一般会計】

貸付金明細表

【一般会計】

（地独）大阪府立病院機構

（公財）大阪府育英会

大阪府住宅供給公社

大阪外環状鉄道（株）

大阪府道路公社

引当金明細表

【一般会計】

貸 倒 引 当 金

1,609

20,241

その他 4,409

貸 付 先 金 額

138,311

1,515不納欠損引当金

24,200

合 計

36,336

（独）日本高速道路保有・債務返済機構

10,695

588

37,922

65

45,500

（単位：百万円）

51,516

375,991

前期末残高 当期増加額
当期減少額

（目的使用）

45,488

93

61

当期末残高

364,069

（単位：百万円）

12

出 資 先 評価減実施年度

（単位：百万円）

342,775 1,884

33,874

－

1,884

－

－

貸借対照表価額 評価減実施累計額

－

34,518 －

131,308

71,758 －

その他

50,017

（その他）
区 分

退職手当引当金 46,542

1,778

18

46,631

区 分

大阪信用保証協会

関西高速鉄道（株）

（地独）大阪府立病院機構 21,300

出資による権利

大阪府道路公社

18,120

公立大学法人大阪

小          計

7,110

西大阪高速鉄道（株） 2,967

46,763

大阪外環状鉄道（株）

3,301

－

10,340

567

46,631

合 計 389,538

4,748

小          計

有 価 証 券

その他

賞 与 等 引 当 金

9,463

1,884

－

－

大阪高速鉄道（株）

4,356中之島高速鉄道（株）

※注 不納欠損引当金、貸倒引当金、賞与等引当金、退職手当引当金の当期減少額（その他）の主な要因は、
      要引当金額の見直しによる減

－

－

－



地方税内訳附属明細表

【一般会計】 （単位：百万円）

区 分 金 額

地 方 消 費 税 330,050

不 動 産 取 得 税 41,797

府 民 税 379,311

事 業 税 402,688

府 た ば こ 税 11,064

ゴルフ場利用税 1,358

自 動 車 取 得 税 6,293

軽 油 引 取 税 47,330

自 動 車 税 81,172

鉱 区 税 0

合 計 1,302,310

狩 猟 税 8

固 定 資 産 税 0

旧 法 に よ る 税 －

宿 泊 税 1,238



行政コスト計算書の当期収支差額とキャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額との調整表

【一般会計】 （単位：百万円）

行政コスト計算書の当期収支差額 ▲ 212,114

ア 固定資産の増減 97,255
減価償却費 100,818
固定資産売却益（損） ▲ 7,173
固定資産除却損 1,342
減損損失 1,789
出資金評価減 304
災害救助基金（物資）の増（減） 42
修学資金貸付金の償還免除 142
重要物品の受入 ▲ 9

イ 流動資産・流動負債の増減 2,273
未収金の増加（減少） ▲ 884
還付未済金の増加 383
棚卸資産売却原価 198
棚卸資産評価損 59
不納欠損引当金繰入額 1,386
賞与等引当金繰入・取崩・戻入額 46,619
うち賞与・法定福利費支出時の引当金取崩額 ▲ 45,488

ウ その他非現金取引項目 ▲ 12,042
貸倒引当金繰入額 43
退職手当引当金繰入・取崩・戻入額 34,620
うち退職手当支出時の引当金取崩額 ▲ 46,706
その他引当金繰入額 －
地方債発行差金 －

エ 投資的経費の財源 ▲ 35,031
国庫支出金 ▲ 32,573
分担金及び負担金 ▲ 2,458

オ 行政コスト計算書に計上しない行政サービス活動収支 0
棚卸資産の原価に算入する支出額 －

カ 地方債利息の会計間の配賦 0

キ その他の取引項目 33,967
その他の行政収入 －
その他行政費用 95
その他の特別収入 ▲ 6,117
その他の特別費用 39,989

キャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額 ▲ 125,691



 

 

注記（一般会計財務諸表） 

 

１．偶発債務 

（１）債務保証または損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの 

主なもの 

事項 期間 支出予定額

令和２年度中小企業向け融資損失補償

【一般会計・商工労働部・制度融資事業】

令和2年度

～

令和32年度

55億83百万円

令和2年度小規模企業者等設備貸与事業損失補償

【一般会計・商工労働部・政策融資事業】

令和2年度

～

令和13年度

２億円

令和２年度大阪府土地開発公社公共用地取得事業

資金借入金に対する債務保証

【一般会計・都市整備部・用地事業】

令和２年度

～

令和６年度

６３億８３百万円

平成元年度から平成13年度の大阪府土地開発公社公共用地取得

事業資金借入金に対する債務保証

【一般会計・都市整備部・用地事業】

令和２年度

～

令和4年度

3億４１百万円

令和元年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度

～

令和２３年度

189億82百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成30年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度

～

令和12年度

16億89百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成29年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度

～

令和11年度

48億74百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成28年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度

～

令和10年度

38億27百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成27年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度

～

令和9年度

46億57百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成26年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度

～

令和8年度

181億87百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成25年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度

～

令和7年度

6億40百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成24年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度

～

令和6年度

14億8百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成28年度大阪府育英会事業損失補償

【一般会計・教育庁・大阪府育英会事業】

令和２年度

～

令和6年度

98億円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成23年度大阪府育英会事業損失補償

【一般会計・教育庁・大阪府育英会事業】

令和２年度

～

令和10年度

5億15百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成22年度大阪府育英会事業損失補償

【一般会計・教育庁・大阪府育英会事業】

令和２年度

～

令和9年度

12億24百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

  

 

（２）係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの 

項目 訴訟内容 

損害賠償請求事件 ① 原告は、刑事事件で有罪判決を受け服役中でしたが、再審で無罪判決が言い渡され

た者です。原告は有罪判決を受け服役することとなり精神的苦痛を被った等として、

平成２８年１２月２０日に大阪府ほか１名に対して、 

連帯して総額１億４,５９７万５,００６円の支払いを求め提訴したものです。 



 

 

項目 訴訟内容 

 

② 原告らは、傷害致死事件で逮捕及び起訴されましたが、控訴審で暴行罪についての

み有罪判決が言い渡された者です。原告らは不当に長期間勾留されたことにより精神

的苦痛を被った等として、平成３０年 9月５日に大阪府ほか２名に対して、連帯して

総額１億円の支払いを求め提訴したものです。 

③ 原告は、大阪府警察等が原告に対して行った不法な監視や工作活動等により、肉体

的・精神的苦痛を被った等として、令和元年１０月２４日に大阪府ほか６名に対して、

連帯して総額３憶８,６３７万２,４９０円の支払いを求め提訴したものです。 

④ 原告は、刑事事件において不起訴処分となった者です。原告は当該事件に関して、

報道機関に虚偽の事実を発表して報道させた等として、令和元年１２月１６日に大阪

府ほか１名に対して、連帯して総額１億円の支払いを求め提訴したものです。 

 

 

２．追加情報 

（１）固定資産の減損の状況 

福祉部 0

健康医療部 381

商工労働部 0

都市整備部 0

教育庁 0

公安委員会 0

計 381

福祉部 0

健康医療部 245

商工労働部 0

環境農林水産部 0

教育庁 0

計 245

福祉部 0

環境農林水産部 1,110

教育庁 0

計 1,110

財務部 53

計 53

1,789

主なもの

 一般会計

  ・高石漁港（工作物）677百万円、淀川右岸大冠排水機場（工作物）433百万円

  ・吹田保健所（土地）381百万円、（建物）245百万円

合計

行政財産等

土地

建物

工作物

一般会計

普通財産 土地

 

 

（２）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

主なもの 

事項 期間 支出予定額

平成19年度産業立地促進事業費

【一般会計・商工労働部・立地推進事業】

令和2年度
～

令和3年度

14億22百万円

令和元年度企業立地促進補助金

【一般会計・商工労働部・立地推進事業】

令和2年度

～
令和8年度

3億65百万円

 



 

 

事項 期間 支出予定額

平成30年度企業立地促進補助金

【一般会計・商工労働部・立地推進事業】

令和2年度
～

令和7年度

2億44百万円

大深町（うめきた２期）地区防災公園街区整備事業費補助金

【一般会計・住宅まちづくり部・都市空間創造事業】

令和２年度
～

令和38年度

77億71百万円

平成30年度うめきた地区土地区画整理事業費補助金

【一般会計・住宅まちづくり部・都市空間創造事業】

令和２年度

～
令和31年度

2億69百万円

平成28年度うめきた地区土地区画整理事業費補助金
【一般会計・住宅まちづくり部・都市空間創造事業】

令和２年度

～

令和29年度

2億75百万円

令和元年度大阪版被災住宅無利子融資事業住宅補修資金融資利子補給

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和２年度
～

令和12年度

1億26百万円

平成30年度大阪版被災住宅無利子融資事業住宅補修資金融資利子補給

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

令和2年度

～
令和11年度

3億25百万円

  

 

（３）繰越事業に係る将来の支出予定額  

 

   主なもの 

       繰越明許費：ダム建設費 5,511百万円、道路改良費 3,981百万円 

     事故繰越：森林災害復旧費 24百万円 

 

（４）一時借入金の実績額等  

月別 借入現在高 

 

平成 3１年 

令和元年 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年 

 

４月末現在 

５月末現在 

６月末現在 

７月末現在 

８月末現在 

９月末現在 

10月末現在 

11月末現在 

12月末現在 

１月末現在 

２月末現在 

３月末現在 

百万円 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

（５）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

○ 大阪府の新公会計制度における地方債残高については、毎年度の元金償還相当額を公債管理特別会計に移し替え

て表示するなど、各会計別の実残高とは異なっています。なお、本会計の実残高は 5,357,461百万円です。詳し

くは、公債管理特別会計の注記「地方債残高及び減債基金の表示」をご覧ください。 

○ 財政運営基本条例第 20条の規定に基づき、30年度決算剰余金について、その 1/2を減債基金に、残余を財政

調整基金に編入しています。 

○ 大阪府道路公社の西日本高速道路株式会社への路線移管に関連し、同公社に対する出資金の額（69,595百万円）

を、第二阪奈有料道路移管時（平成 31年 4月 1日）に 19,578百万円減額して、50,017百万円としました。    

区分 金額 

 
繰越明許費 

百万円 
3９,２１８ 

 
事故繰越 

 
２４ 




